
第
１
回

第
２
回

１　計画の変更
（１）調査事項

① 任期なし研究者の数及びその
内数として40歳未満の数を追加
（別紙・表１）

● ● ・項目の追加については、適当と整理

・ただし、諮問時の統計委員会におい
て意見が示された男女別の把握につい
ては、次回部会で引き続き検討

　 ② 新規採用者について、自然科
学部門の専攻別人数を追加
また、新規採用者及び転入研
究者数の内訳として、博士号取
得者の数を追加
（別紙・表２）

● ・適当と整理
（科学技術基本計画を踏まえたものであ
り、研究者の実態把握に資する。）

　 ③ 性格別研究費のうち「開発研
究」の定義を変更
（別紙・表３）

● ● ・定義に「サービス」を追加することによ
る影響等について、次回部会で引き続
き検討

　 ④ 特定目的別研究費のうち、特定
３分野に係る項目を削除
（別紙・表４）

● ・適当と整理
（科学技術基本計画を踏まえつつ、既
存の特定８分野との併存による報告者
負担に配慮）

　 ⑤ 「社外（外部）から受け入れた研
究費」及び「社外（外部）へ支出
した研究費」について、「会社」
の欄を「親子会社」及び「その
他」に分割するほか、「外国」を
「海外」に表章変更
（別紙・表５－１、５－２）

● ・適当と整理
（フラスカチ・マニュアルに対応）

・ただし、「親子会社」と「その他」を把握
するための調査票の設計について、別
紙・表５－３のとおり修正が必要

（２）集計事項 ○ 調査事項の変更に伴う変更の
ほか、「特殊法人・独立行政法
人」の内訳として「研究開発法
人」及び「国立研究開発法人」
を追加

●

① 科学技術基本計画、フラスカ
チ・マニュアル等への対応

●

② 「新規採用・転入研究者数」及
び「転出研究者数」の把握等

●

３　その他 ① オンライン調査の推進 ●

② 国民経済計算との関係 ●

③ 消費税の取扱い ● ・ 本調査における消費税の取扱（現
在、税込記入）について確認

（注）第１回は８月２日（火）、第２回は８月31日（水）
　

サービス統計・企業統計部会の審議状況について
（科学技術研究調査）（報告）

部会審議

（第２回で審議予定）

２　前回答申に
おける「今後の
課題」

変更内容等項目 審議の状況
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科学技術研究調査の変更内容（調査事項関係） 

 

表１ 任期なし研究者数に関する調査事項の追加 

現行 変更案 

 

なし 

 

 
 

 

表２ 「新規採用・転入研究者数」に関する調査事項の追加 

現行 変更案 

 

 

 

 
 

なし 

 

 
 

 

表３ 性格別研究費のうち「開発研究」の定義変更 

 

表４ 特定目的別研究費に関する調査事項の一部削除 

実数

うち40歳未満

任期無し研究者

うち女性
新規採用者数

総数

うち女性

うち医学
うち歯学
うち薬学

総数

農学
保健

新規採用者数
うち自然科学部門

理学
工学

うち女性

総数

新規採用者のうち博士号取得者

転入研究者のうち博士号取得者

現 行 変更案 

③ 開発研究  

基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た

知識の利用であり、新しい材料、装置、製品、

システム、工程等の導入又は既存のこれらの

ものの改良をねらいとする研究をいいます。 

③ 開発研究 

基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た

知識を活用し、付加的な知識を創出して、新

しい製品、サービス、システム、装置、材料、

工程等の創出又は既存のこれらのものの改

良をねらいとする研究をいいます。 

現 行 変更案 

 

（削除） 

（特定３分野）
金額

震災からの復興、再生の実現
グリーンイノベーションの推進
ライフイノベーションの推進

資料４の別紙 



  

- 4 - 
 

 

 

表５－１ 「社外（外部）から受け入れた研究費」に関する調査事項の変更 

現 行 変更（案） 

 

 

 

 
 

 

表５－２ 「社外（外部）へ支出した研究費」に関する調査事項の変更 

現 行 変更（案） 

 

 

 

 
 

 

表５－３ 会社の内訳区分に関する統計委員会修正案 

変更案 統計委員会修正案 

  
 （注）表は、「社外（外部）から受け入れた研究費」について記載。「社外（外部）へ支出した研究費」も同様に修正。 

うち内部で
使用した研
究費

受入額

公
的
機
関 公営企業・公庫等

その他
会社

会社

私立大学
非営利団体

外
国

大学
その他

国
地方公共団体
国・公立大学

国・公営、独立行政法人等の研究機関

うち内部で
使用した研
究費

親子会社
その他

受入額

公
的
機
関 公営企業・公庫等

その他

非営利団体

海
外

会
社
大学
その他

会
社

親子会社
その他

私立大学

国
地方公共団体
国・公立大学

国・公営、独立行政法人等の研究機関

うち自己資金
から支出した
研究費

会社

公
的
機
関 その他

私立大学

国・公立大学

国・公営、独立行政法人等の研究機関
公営企業・公庫等

支出額

会社

非営利団体

大学
その他

外
国

うち自己資
金から支出
した研究費

親子会社
その他

支出額

公
的
機
関 その他

私立大学

会
社

親子会社
その他

国・公立大学

国・公営、独立行政法人等の研究機関
公営企業・公庫等

会
社

非営利団体

海
外 大学

その他

うち内部で
使用した研
究費

親子会社
その他

会
社

受入額
うち内部で
使用した研
究費

うち親子会社

受入額

会社

  

（特定８分野）
金額

ライフサイエンス分野
情報通信分野
環境分野
物資・材料分野
ナノテクノロジー分野
エネルギー分野
宇宙開発分野
海洋開発分野

（特定８分野）
金額

ライフサイエンス分野
情報通信分野
環境分野
物資・材料分野
ナノテクノロジー分野
エネルギー分野
宇宙開発分野
海洋開発分野
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